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Ⅰ．調査要領 

１. 調 査 目 的 

  各業種、各地域における民間設備投資動向の把握 

２. 調 査 対 象 時 期 

    2012 年度実績及び 2013・2014 年度計画 

３. 回 答 期 日 

    2013 年 6 月 27 日 

４. 調 査 対 象 企 業 

  原則資本金１億円以上の民間法人企業（但し、農業、林業、金融・保険業等を除く） 

５. 調 査 方 法 

アンケート方式(調査票を送付し、必要に応じ電話聞き取り等により補足) 

設備投資額は工事ベースで金額を把握 

６. 回 答 状 況  

  （1）回答率（全国） 

     55.2％（＝6,551 社／11,875 社） 

    （2）首都圏の設備投資計画について回答した企業数：1,832 社 

            （地域別回答企業数(全国ベース)：5,614 社） 

（注）首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

７. 集 計 に つ い て 

     a（1）産業分類について 

原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。2010 年度調査まで

は、大企業については事業基準分類（企業の事業部門を基に分類）、中堅企業については

主業基準分類で集計していたが、2011 年度調査より、大企業・中堅企業とも主業基準分類

に統一。長期系列データについても、2009 年度実績までは大企業は事業基準分類、中堅企

業は主業基準分類、2010 年度実績以降は全企業について主業基準分類による。 

    （2）調査時期と調査対象年度 

    年１回実施。各年度について、計画から実績化するまで、合計３回の調査を行う。 

 

 

         

 

   

   a（3）共通回答社数について 

2011・2012 年度対比における共通回答社数は、昨年度調査において 2011 年度実績の回

答があり、今回調査で 2012 年度実績の回答があった社数。2012・2013 年度対比における

共通回答社数は、今回調査において 2012 年度実績及び 2013 年度計画の回答があった社数。 

  2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 

2011年  7月 実績 当年度計画 翌年度計画   

2012年  6月  実績 当年度計画 翌年度計画  

2013年  6月   実績 当年度計画 翌年度計画 
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Ⅱ．調査結果の概要 

１．首都圏の設備投資動向概況 

                                                        （単位：億円、％） 

 
 

 

〔参考：全国〕 

                                                        （単位：億円、％） 

 
 

 

２．２０１２年度設備投資実績 

 2012 年度の首都圏（１都３県）の設備投資実績は、非製造業が５年連続の減少となったもの

の、製造業が増加に転じたことから、全産業では５年ぶりの増加となった（実績額 3 兆 515

億円、前年度比 1.5％増）。 

 製造業では、震災復旧投資等が一段落した化学などが減少したものの、サービスステーショ

ンへの投資や震災復旧投資のあった石油、研究開発関連投資やスマートフォン関連の能力増

強投資のあった電気機械、一般機械などが増加したことから、全体では二桁増に転じた（実

績額 6,163 億円、同 16.7％増）。 

 非製造業では、固定資産取得や新規出店のあった卸売・小売などが増加したものの、船舶関

連投資等が減少した運輸、データセンターや放送関連施設の建設が終了した通信・情報、電

源投資等が減少する電力などが減少したことから、全体では５年連続の減少となった（実績

額 2兆 4,352 億円、同 1.8％減）。 

30,075 30,515 1.5 28,598 33,033 15.5

（ 除 く 電 力 ） ( 25,922 ) ( 26,717 ) (    3.1 ) ( 28,521 ) ( 32,972 ) (　15.6 )

製 造 業 5,282 6,163 16.7 7,003 8,361 19.4

非 製 造 業 24,793 24,352 ▲ 1.8 21,596 24,672 14.2

（ 除 く 電 力 ） ( 20,640 ) ( 20,555 ) (▲ 0.4 ) ( 21,518 ) ( 24,611 ) (　14.4 )

2012・2013年度対比2011・2012年度対比

2011年度実績 2012年度実績 2012年度実績 2013年度計画伸び率 伸び率

全 産 業

165,454 170,794 3.2 158,804 173,916 9.5

（ 除 く 電 力 ） (141,109 ) (147,174 ) (    4.3 ) (147,911 ) (161,128 ) (　 8.9 )

製 造 業 57,312 58,926 2.8 59,050 64,371 9.0

非 製 造 業 108,142 111,868 3.4 99,754 109,544 9.8

（ 除 く 電 力 ） ( 83,797 ) ( 88,248 ) (    5.3 ) ( 88,860 ) ( 96,757 ) ( 　8.9 )

伸び率2013年度計画

2011・2012年度対比 2012・2013年度対比

全 産 業

2011年度実績 2012年度実績 2012年度実績伸び率
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３．２０１３年度設備投資計画 

（１）概況 

2013 年度の首都圏（１都３県）の設備投資計画は、製造業が２年連続の二桁増となること

に加え、非製造業も増加に転じることから、全産業では２年連続の増加となる（計画額 3 兆

3,033 億円、前年度比 15.5％増）。 

 

（２）製造業・非製造業別の概況 

［製造業］ 

社会インフラ関連投資やスマートフォン関連の能力増強投資が一段落する電気機械などが

減少するものの、サービスステーションへの投資や製油所設備更新投資のある石油で大幅に増

加することに加え、本社建替等のあるその他製造業、物流施設整備等のある化学など、ほとん

どの業種が増加することから、全体では２年連続の二桁増となる（計画額8,361億円、同19.4％

増）。 
 

［非製造業］ 

宿泊施設投資が終了するサービスなどが減少するものの、機材導入や空港施設拡充等のある

運輸、再開発プロジェクトの継続や中古資産の取得などのある不動産、店舗の新設や改装のあ

る卸売・小売に加え、通信・情報などが増加することから、全体では６年ぶりに増加に転じる

（計画額 2兆 4,672 億円、同 14.2％増）。 

 

 

 
  

表１ 設備投資増減率の推移

（１）首都圏設備投資対前年度増減率 （単位：％）

2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

実績

2008年度

実績

2009年度

実績

2010年度

実績

2011年度

実績

2012年度

実績

2013年度

計画

2013年度
構成比

全 産 業 ▲ 6.1 12.3 7.7 2.2 ▲ 9.5 ▲ 11.3 ▲ 0.3 ▲ 6.4 1.5 15.5 100.0

製 造 業 ▲ 2.0 23.4 18.0 ▲ 8.3 8.0 ▲ 33.8 15.5 ▲ 16.8 16.7 19.4 25.3

非製造業 ▲ 6.8 9.9 5.3 4.9 ▲ 11.7 ▲ 5.8 ▲ 3.9 ▲ 4.2 ▲ 1.8 14.2 74.7

（２）全国設備投資対前年度増減率 （単位：％）

2004年度
実績

2005年度
実績

2006年度
実績

2007年度
実績

2008年度
実績

2009年度
実績

2010年度
実績

2011年度
実績

2012年度
実績

2013年度
計画

2013年度
構成比

全 産 業 1.9 8.8 7.2 6.7 ▲ 7.2 ▲ 17.4 ▲ 2.4 ▲ 1.1 3.2 9.5 100.0

製 造 業 14.9 15.2 12.2 5.6 ▲ 10.4 ▲ 31.8 ▲ 6.5 ▲ 0.7 2.8 9.0 37.0

非製造業 ▲ 4.3 5.1 4.0 7.4 ▲ 5.5 ▲ 6.4 ▲ 0.1 ▲ 1.3 3.4 9.8 63.0

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類
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表２ 首都圏の業種別設備投資動向 

 

 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2011年度 2012年度 伸び率 11→12年度 2011年度 2012年度 2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率

30,075 30,515 1.5 1.5 100.0 100.0 28,598 33,033 15.5 15.5 100.0 100.0 14,606 12,927 ▲ 11.5

5,282 6,163 16.7 2.9 17.6 20.2 7,003 8,361 19.4 4.7 24.5 25.3 3,519 2,660 ▲ 24.4

食 品 214 228 6.5 0.0 0.7 0.7 243 383 57.8 0.5 0.8 1.2 124 90 ▲ 27.5

繊 維 29 64 121.8 0.1 0.1 0.2 63 63 1.3 0.0 0.2 0.2 6 6 ▲ 2.0

紙 ・ パ ル プ 81 63 ▲ 21.4 ▲ 0.1 0.3 0.2 63 68 7.4 0.0 0.2 0.2 4 5 16.3

化 学 1,031 881 ▲ 14.5 ▲ 0.5 3.4 2.9 1,208 1,447 19.8 0.8 4.2 4.4 300 259 ▲ 13.7

石 油 476 757 59.2 0.9 1.6 2.5 757 1,421 87.6 2.3 2.6 4.3 1,266 1,140 ▲ 9.9

窯 業 ・ 土 石 67 126 87.9 0.2 0.2 0.4 117 126 7.7 0.0 0.4 0.4 29 40 36.4

鉄 鋼 627 707 12.8 0.3 2.1 2.3 1,002 703 ▲ 29.9 ▲ 1.0 3.5 2.1 179 159 ▲ 11.2

非 鉄 金 属 294 265 ▲ 10.0 ▲ 0.1 1.0 0.9 196 240 22.4 0.2 0.7 0.7 127 131 3.4

金 属 製 品 75 57 ▲ 23.6 ▲ 0.1 0.2 0.2 75 74 ▲ 1.3 ▲ 0.0 0.3 0.2 47 24 ▲ 49.6

一 般 機 械 365 589 61.4 0.7 1.2 1.9 631 681 7.9 0.2 2.2 2.1 215 112 ▲ 48.0

電 気 機 械 1,011 1,233 21.9 0.7 3.4 4.0 1,349 1,030 ▲ 23.6 ▲ 1.1 4.7 3.1 126 116 ▲ 7.4

精 密 機 械 162 152 ▲ 6.0 ▲ 0.0 0.5 0.5 135 189 40.3 0.2 0.5 0.6 112 121 8.5

輸 送 用 機 械 567 720 26.9 0.5 1.9 2.4 820 1,027 25.3 0.7 2.9 3.1 307 248 ▲ 19.2

う ち 自 動 車 498 631 26.7 0.4 1.7 2.1 731 912 24.9 0.6 2.6 2.8 184 145 ▲ 21.2

そ の 他 製 造 業 285 321 12.7 0.1 0.9 1.1 344 909 163.8 2.0 1.2 2.8 676 208 ▲ 69.3

24,793 24,352 ▲ 1.8 ▲ 1.5 82.4 79.8 21,596 24,672 14.2 10.8 75.5 74.7 11,087 10,267 ▲ 7.4

建 設 414 415 0.2 0.0 1.4 1.4 465 360 ▲ 22.6 ▲ 0.4 1.6 1.1 101 78 ▲ 23.3

卸 売 ・ 小 売 985 2,067 109.8 3.6 3.3 6.8 1,828 2,560 40.0 2.6 6.4 7.8 1,018 681 ▲ 33.1

不 動 産 5,918 6,000 1.4 0.3 19.7 19.7 6,626 7,723 16.5 3.8 23.2 23.4 2,366 2,435 2.9

運 輸 8,997 8,269 ▲ 8.1 ▲ 2.4 29.9 27.1 8,354 9,750 16.7 4.9 29.2 29.5 4,785 4,332 ▲ 9.5

電 力 4,153 3,797 ▲ 8.6 ▲ 1.2 13.8 12.4 78 61 ▲ 21.6 ▲ 0.1 0.3 0.2 43 34 ▲ 19.3

ガ ス 287 290 1.2 0.0 1.0 1.0 310 330 6.3 0.1 1.1 1.0 303 279 ▲ 8.0

通 信 ・ 情 報 2,616 2,117 ▲ 19.1 ▲ 1.7 8.7 6.9 2,099 2,343 11.6 0.9 7.3 7.1 1,382 1,305 ▲ 5.5

リ ー ス 476 291 ▲ 38.9 ▲ 0.6 1.6 1.0 707 685 ▲ 3.1 ▲ 0.1 2.5 2.1 675 689 2.0

サ ー ビ ス 916 1,023 11.7 0.4 3.0 3.4 1,046 779 ▲ 25.5 ▲ 0.9 3.7 2.4 376 421 12.1

その他非製造業 31 82 163.1 0.2 0.1 0.3 82 81 ▲ 1.4 ▲ 0.0 0.3 0.2 38 12 ▲ 69.0

25,922 26,717 3.1 2.6 86.2 87.6 28,521 32,972 15.6 15.6 99.7 99.8 14,563 12,892 ▲ 11.5

20,640 20,555 ▲ 0.4 ▲ 0.3 68.6 67.4 21,518 24,611 14.4 10.8 75.2 74.5 11,044 10,233 ▲ 7.3

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

（参考）
2012・2013年度対比（共通回答社数： 2,776社）2011・2012年度対比（共通回答社数： 2,435社）

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）

2013・2014年度対比（1,603社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 
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表３ 全国の業種別設備投資動向 
（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2011年度 2012年度 伸び率 11→12年度 2011年度 2012年度 2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度 2013年度 2014年度 伸び率

165,454 170,794 3.2 3.2 100.0 100.0 158,804 173,916 9.5 9.5 100.0 100.0 49,657 44,137 ▲ 11.1

57,312 58,926 2.8 1.0 34.6 34.5 59,050 64,371 9.0 3.4 37.2 37.0 15,976 13,731 ▲ 14.0

食 品 4,448 4,824 8.5 0.2 2.7 2.8 5,004 5,449 8.9 0.3 3.2 3.1 1,566 1,237 ▲ 21.0

繊 維 279 503 80.2 0.1 0.2 0.3 522 582 11.5 0.0 0.3 0.3 362 144 ▲ 60.2

紙 ・ パ ル プ 1,644 1,297 ▲ 21.1 ▲ 0.2 1.0 0.8 1,258 1,633 29.8 0.2 0.8 0.9 512 347 ▲ 32.2

化 学 8,516 9,106 6.9 0.4 5.1 5.3 9,069 9,837 8.5 0.5 5.7 5.7 2,030 1,946 ▲ 4.1

石 油 1,416 1,622 14.5 0.1 0.9 0.9 1,873 2,919 55.8 0.7 1.2 1.7 1,906 1,957 2.7

窯 業 ・ 土 石 2,186 1,442 ▲ 34.0 ▲ 0.4 1.3 0.8 1,363 1,459 7.0 0.1 0.9 0.8 300 316 5.5

鉄 鋼 5,770 6,129 6.2 0.2 3.5 3.6 5,593 5,148 ▲ 8.0 ▲ 0.3 3.5 3.0 1,315 1,253 ▲ 4.7

非 鉄 金 属 2,242 2,308 2.9 0.0 1.4 1.4 2,191 2,549 16.4 0.2 1.4 1.5 1,229 878 ▲ 28.5

金 属 製 品 519 530 2.1 0.0 0.3 0.3 758 972 28.3 0.1 0.5 0.6 300 263 ▲ 12.4

一 般 機 械 6,536 7,034 7.6 0.3 4.0 4.1 6,774 6,954 2.7 0.1 4.3 4.0 915 824 ▲ 9.9

電 気 機 械 10,762 9,148 ▲ 15.0 ▲ 1.0 6.5 5.4 8,984 9,194 2.3 0.1 5.7 5.3 1,002 849 ▲ 15.2

精 密 機 械 1,481 1,326 ▲ 10.5 ▲ 0.1 0.9 0.8 1,434 1,795 25.1 0.2 0.9 1.0 620 647 4.5

輸 送 用 機 械 9,520 11,054 16.1 0.9 5.8 6.5 11,413 12,544 9.9 0.7 7.2 7.2 2,426 2,168 ▲ 10.6

う ち 自 動 車 8,856 10,560 19.2 1.0 5.4 6.2 10,916 11,923 9.2 0.6 6.9 6.9 1,941 1,810 ▲ 6.7

そ の 他 製 造 業 1,993 2,605 30.7 0.4 1.2 1.5 2,814 3,337 18.6 0.3 1.8 1.9 1,494 901 ▲ 39.7

108,142 111,868 3.4 2.3 65.4 65.5 99,754 109,544 9.8 6.2 62.8 63.0 33,682 30,405 ▲ 9.7

建 設 2,517 3,063 21.7 0.3 1.5 1.8 3,208 3,440 7.2 0.1 2.0 2.0 961 722 ▲ 24.9

卸 売 ・ 小 売 9,444 11,578 22.6 1.3 5.7 6.8 10,657 12,789 20.0 1.3 6.7 7.4 4,133 3,648 ▲ 11.7

不 動 産 10,389 9,349 ▲ 10.0 ▲ 0.6 6.3 5.5 10,264 12,385 20.7 1.3 6.5 7.1 5,910 5,679 ▲ 3.9

運 輸 23,985 24,309 1.4 0.2 14.5 14.2 24,767 28,572 15.4 2.4 15.6 16.4 7,803 6,913 ▲ 11.4

電 力 24,346 23,620 ▲ 3.0 ▲ 0.4 14.7 13.8 10,894 12,787 17.4 1.2 6.9 7.4 5,555 5,288 ▲ 4.8

ガ ス 3,369 3,705 10.0 0.2 2.0 2.2 3,800 4,263 12.2 0.3 2.4 2.5 3,623 3,478 ▲ 4.0

通 信 ・ 情 報 28,011 29,337 4.7 0.8 16.9 17.2 29,119 28,437 ▲ 2.3 ▲ 0.4 18.3 16.4 2,619 2,218 ▲ 15.3

リ ー ス 2,672 3,463 29.6 0.5 1.6 2.0 3,247 2,608 ▲ 19.7 ▲ 0.4 2.0 1.5 947 913 ▲ 3.7

サ ー ビ ス 2,744 2,901 5.7 0.1 1.7 1.7 3,254 3,321 2.0 0.0 2.0 1.9 1,383 1,232 ▲ 10.9

その他非製造業 666 545 ▲ 18.2 ▲ 0.1 0.4 0.3 545 942 72.9 0.3 0.3 0.5 746 315 ▲ 57.8

141,109 147,174 4.3 3.7 85.3 86.2 147,911 161,128 8.9 8.3 93.1 92.6 44,102 38,848 ▲ 11.9

83,797 88,248 5.3 2.7 50.6 51.7 88,860 96,757 8.9 5.0 56.0 55.6 28,126 25,117 ▲ 10.7

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 

（参考）
2012・2013年度対比（共通回答社数： 6,551社）2011・2012年度対比（共通回答社数： 5,920 社）

2013・2014年度対比（4,416社）

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）

投　　　　資　　　　額 

全 産 業
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表４ 地域別・都道府県別動向 

 
 

（１）地域別設備投資動向 （単位：億円、％）

2011年度 2012年度 伸び率 2012年度 2013年度 伸び率 2012年度 2013年度

3,223 3,434 6.5 2,887 2,759 ▲ 4.4 3.8 3.2

10,787 9,078 ▲ 15.8 4,228 4,861 15.0 5.5 5.6

35,779 36,917 3.2 33,606 37,999 13.1 43.9 44.1

5,704 6,402 12.2 5,007 4,966 ▲ 0.8 6.5 5.8

30,075 30,515 1.5 28,598 33,033 15.5 37.4 38.3

埼 玉 県 1,574 1,303 ▲ 17.2 1,182 1,495 26.5 1.5 1.7

千 葉 県 2,775 3,768 35.8 3,505 3,499 ▲ 0.2 4.6 4.1

東 京 都 21,468 20,654 ▲ 3.8 19,694 23,170 17.6 25.7 26.9

神 奈 川県 4,259 4,791 12.5 4,217 4,869 15.5 5.5 5.7

11,378 13,528 18.9 10,536 12,702 20.6 13.8 14.7

4,440 4,166 ▲ 6.2 2,342 2,396 2.3 3.1 2.8

12,209 12,641 3.5 10,118 11,250 11.2 13.2 13.1

6,663 5,985 ▲ 10.2 4,561 4,677 2.5 6.0 5.4

3,132 2,996 ▲ 4.4 2,312 2,913 26.0 3.0 3.4

6,944 5,859 ▲ 15.6 5,422 6,191 14.2 7.1 7.2

94,986 95,106 0.1 76,516 86,159 12.6 100.0 100.0

165,454 170,794 3.2 158,804 173,916 9.5 － －

（２）都県別業種別設備投資対前年度増減率        (単位：％）

九州には沖縄県を含まない。合計には沖縄県を含む。全国には地域別未回答会社を含む

四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある

各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している

(注)

東 海

北 陸

関 西

中 国

四 国

九 州

合 計

全 国

構成比

首 都 圏

2011・2012年度対比 2012・2013年度対比

北 海 道

東 北

関 東

北 関 東 甲 信

16.7 ▲ 1.8 1.5 19.4 14.2 15.5

埼 玉 県 ▲ 14.5 ▲ 18.5 ▲ 17.2 19.6 32.6 26.5

千 葉 県 9.3 47.1 35.8 ▲ 16.5 13.6 ▲ 0.2

東 京 都 28.7 ▲ 7.8 ▲ 3.8 39.8 13.6 17.6

神 奈 川 県 12.8 12.3 12.5 17.0 14.3 15.5

首 都 圏　合計

非製造業 全産業

2012年度 2013年度

製造業 非製造業 全産業 製造業
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【埼玉県】 （回答社数：４５５社）  

 

・ 2013 年度の埼玉県の設備投資計画は、製造業が二桁の増加に転じ、非製造業も大幅な増

加に転じることから、全産業においても大幅な増加に転じる。 

 

・ 製造業では、能力増強投資が一段落する鉄鋼、工場新設等が終了した一般機械などが減

少するものの、能力増強投資がある電気機械、金属製品、大型商業施設新設を行う繊維、

維持・補修投資がある紙・パルプなどが増加することから、全体では二桁の増加に転じ

る。 

 

・ 非製造業では、宿泊施設改修が一段落するサービス、倉庫の新設等が一段落する運輸な

どが減少するものの、商業施設新設や物流施設整備がある不動産が大幅に増加すること

に加え、新規出店や店舗改装がある卸売・小売なども増加することから、全体では大幅

な増加に転じる。 

 

 

１． 設備投資動向総括 

    設 備 投 資 額 伸び率(2013/2012） 

    社数 2012 年度 2013 年度 埼玉県 全国 首都圏 

全 産 業  455  1,182 1,495 26.5 9.5  15.5

  製 造 業 217  553 662 19.6 9.0  19.4

  非製造業 238  629 833 32.6 9.8  14.2

 

２．業種別対前年度増減率  

 

  

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

全 産 業 ▲ 7.3 9.2 22.4 ▲ 3.7 ▲ 8.3 ▲ 23.1 15.6 ▲ 17.5 ▲ 17.2 26.5

製 造 業 ▲ 10.1 25.0 47.3 ▲ 21.7 ▲ 15.5 ▲ 25.3 13.7 11.9 ▲ 14.5 19.6

非製造業 ▲ 6.2 2.1 8.9 10.7 ▲ 4.5 ▲ 21.6 16.9 ▲ 26.4 ▲ 18.5 32.6

実        績 今回調査

伸
び
率

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

(単位：億円、％) 

(単位：％) 
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３． 業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2011年度 2012年度 伸び率 11→12年度 2011年度 2012年度 2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度

1,574 1,303 ▲ 17.2 ▲ 17.2 100.0 100.0 1,182 1,495 26.5 26.5 100.0 100.0

516 441 ▲ 14.5 ▲ 4.7 32.8 33.9 553 662 19.6 9.2 46.8 44.3

食 品 19 17 ▲ 12.1 ▲ 0.1 1.2 1.3 18 23 27.3 0.4 1.5 1.5

繊 維 3 8 136.7 0.3 0.2 0.6 8 24 216.8 1.4 0.6 1.6

紙 ・ パ ル プ 51 4 ▲ 93.2 ▲ 3.0 3.3 0.3 4 20 453.9 1.4 0.3 1.3

化 学 67 56 ▲ 17.1 ▲ 0.7 4.3 4.3 93 95 2.2 0.2 7.9 6.4

石 油 3 3 ▲ 16.1 ▲ 0.0 0.2 0.2 3 2 ▲ 23.8 ▲ 0.1 0.2 0.1

窯 業 ・ 土 石 22 38 75.0 1.0 1.4 2.9 36 42 16.7 0.5 3.1 2.8

鉄 鋼 17 39 132.8 1.4 1.1 3.0 48 35 ▲ 26.1 ▲ 1.1 4.0 2.4

非 鉄 金 属 37 16 ▲ 57.0 ▲ 1.3 2.3 1.2 9 19 113.5 0.9 0.8 1.3

金 属 製 品 6 9 52.6 0.2 0.4 0.7 10 27 183.8 1.5 0.8 1.8

一 般 機 械 7 18 149.9 0.7 0.5 1.4 33 20 ▲ 40.0 ▲ 1.1 2.8 1.3

電 気 機 械 127 90 ▲ 29.5 ▲ 2.4 8.1 6.9 92 143 55.3 4.3 7.8 9.6

精 密 機 械 62 69 11.5 0.5 3.9 5.3 69 72 4.3 0.3 5.8 4.8

輸 送 用 機 械 47 48 1.8 0.1 3.0 3.7 89 99 10.5 0.8 7.6 6.6

う ち 自 動 車 44 45 1.0 0.0 2.8 3.4 87 96 10.7 0.8 7.3 6.4

そ の 他 製 造 業 46 28 ▲ 40.0 ▲ 1.2 2.9 2.1 42 40 ▲ 4.5 ▲ 0.2 3.6 2.7

1,058 862 ▲ 18.5 ▲ 12.5 67.2 66.1 629 833 32.6 17.3 53.2 55.7

建 設 11 30 173.9 1.2 0.7 2.3 30 31 1.2 0.0 2.6 2.1

卸 売 ・ 小 売 114 84 ▲ 26.9 ▲ 2.0 7.3 6.4 107 138 28.3 2.6 9.1 9.2

不 動 産 268 32 ▲ 88.1 ▲ 15.0 17.0 2.4 32 189 486.1 13.2 2.7 12.6

運 輸 276 308 11.7 2.0 17.5 23.6 313 311 ▲ 0.4 ▲ 0.1 26.5 20.8

電 力 227 265 16.7 2.4 14.4 20.3 3 3 ▲ 27.0 ▲ 0.1 0.3 0.2

ガ ス 67 78 17.8 0.8 4.2 6.0 78 80 2.6 0.2 6.6 5.4

通 信 ・ 情 報 81 48 ▲ 40.5 ▲ 2.1 5.1 3.7 49 60 23.0 1.0 4.1 4.0

リ ー ス 1 6 341.4 0.3 0.1 0.5 3 13 271.9 0.8 0.3 0.8

サ ー ビ ス 12 11 ▲ 13.7 ▲ 0.1 0.8 0.8 12 8 ▲ 30.0 ▲ 0.3 1.0 0.5

その他非製造業 1 0 ▲ 88.4 ▲ 0.1 0.1 0.0 0 1 653.3 0.1 0.0 0.1

1,346 1,038 ▲ 22.9 ▲ 19.6 85.6 79.7 1,179 1,493 26.6 26.6 99.7 99.8

831 597 ▲ 28.2 ▲ 14.9 52.8 45.8 625 831 32.9 17.4 52.9 55.6

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

2011・2012年度対比（共通回答社数：391社） 2012・2013年度対比（共通回答社数：455社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）
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【千葉県】 （回答社数：４５４社）  

 

・ 2013 年度の千葉県の設備投資計画は、非製造業が３年連続で増加するものの、製造業が

３年ぶりに減少となることから、全産業では小幅ながら、３年ぶりの減少となる。 

 

・ 製造業では、製油所設備更新のある石油や、研究開発投資のある非鉄金属などで増加す

るものの、合理化・省力化投資の一段落する鉄鋼や震災復旧投資が一段落する化学など

が減少することから、全体では３年ぶりの減少となる。 

 

・ 非製造業では、能力増強投資の一段落する電力、商業施設の新設が一段落する不動産な

どが減少するものの、空港施設整備や安全対策投資のある運輸に加え、需要の増大によ

る供給設備の能力増強投資があるガスなどが増加することから、全体では３年連続、か

つ二桁の増加となる。 

 

 

１． 設備投資動向総括  

    設 備 投 資 額 伸び率(2013/2012） 

    社数 2012 年度 2013 年度 千葉県 全国 首都圏 

全 産 業  454  3,505 3,499 ▲0.2 9.5  15.5

  製 造 業 168  1,604 1,340 ▲16.5 9.0  19.4

  非製造業 286  1,901 2,159 13.6 9.8  14.2

 

２．業種別対前年度増減率 

 

  

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

全 産 業 ▲ 1.9 22.5 16.4 ▲ 9.4 8.5 ▲ 15.9 ▲ 28.1 3.8 35.8 ▲ 0.2

製 造 業 6.7 47.4 12.0 1.2 ▲ 19.0 ▲ 22.8 ▲ 11.7 3.8 9.3 ▲ 16.5

非製造業 ▲ 4.9 9.7 19.2 ▲ 15.4 21.9 ▲ 13.3 ▲ 33.7 3.7 47.1 13.6

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

伸
び
率

実        績 今回調査

(単位：億円、％) 

(単位：％) 
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３． 業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2011年度 2012年度 伸び率 11→12年度 2011年度 2012年度 2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度

2,775 3,768 35.8 35.8 100.0 100.0 3,505 3,499 ▲ 0.2 ▲ 0.2 100.0 100.0

833 911 9.3 2.8 30.0 24.2 1,604 1,340 ▲ 16.5 ▲ 7.5 45.8 38.3

食 品 23 28 19.7 0.2 0.8 0.7 32 62 92.6 0.8 0.9 1.8

繊 維 10 2 ▲ 81.7 ▲ 0.3 0.4 0.0 1 2 148.3 0.0 0.0 0.1

紙 ・ パ ル プ 11 13 15.2 0.1 0.4 0.3 13 5 ▲ 63.3 ▲ 0.2 0.4 0.1

化 学 255 242 ▲ 4.9 ▲ 0.4 9.2 6.4 432 402 ▲ 7.0 ▲ 0.9 12.3 11.5

石 油 91 135 48.8 1.6 3.3 3.6 135 174 28.7 1.1 3.8 5.0

窯 業 ・ 土 石 19 37 91.5 0.6 0.7 1.0 28 14 ▲ 49.3 ▲ 0.4 0.8 0.4

鉄 鋼 225 260 15.7 1.3 8.1 6.9 765 467 ▲ 39.0 ▲ 8.5 21.8 13.3

非 鉄 金 属 92 47 ▲ 49.0 ▲ 1.6 3.3 1.2 47 80 71.7 1.0 1.3 2.3

金 属 製 品 12 16 38.3 0.2 0.4 0.4 26 28 4.9 0.0 0.8 0.8

一 般 機 械 9 27 212.1 0.7 0.3 0.7 32 41 29.2 0.3 0.9 1.2

電 気 機 械 41 53 29.8 0.4 1.5 1.4 43 11 ▲ 74.9 ▲ 0.9 1.2 0.3

精 密 機 械 27 19 ▲ 28.3 ▲ 0.3 1.0 0.5 19 19 ▲ 3.3 ▲ 0.0 0.6 0.5

輸 送 用 機 械 3 2 ▲ 38.8 ▲ 0.0 0.1 0.0 1 2 134.5 0.0 0.0 0.1

う ち 自 動 車 2 2 ▲ 16.8 ▲ 0.0 0.1 0.0 1 1 14.3 0.0 0.0 0.0

そ の 他 製 造 業 17 30 74.7 0.5 0.6 0.8 30 34 12.6 0.1 0.9 1.0

1,942 2,858 47.1 33.0 70.0 75.8 1,901 2,159 13.6 7.4 54.2 61.7

建 設 22 38 67.4 0.5 0.8 1.0 42 80 91.8 1.1 1.2 2.3

卸 売 ・ 小 売 65 131 101.4 2.4 2.4 3.5 158 161 1.7 0.1 4.5 4.6

不 動 産 76 349 358.5 9.8 2.7 9.3 343 324 ▲ 5.5 ▲ 0.5 9.8 9.3

運 輸 559 1,056 88.8 17.9 20.1 28.0 1,056 1,283 21.5 6.5 30.1 36.7

電 力 1,035 1,043 0.8 0.3 37.3 27.7 69 38 ▲ 44.3 ▲ 0.9 2.0 1.1

ガ ス 91 79 ▲ 13.0 ▲ 0.4 3.3 2.1 99 134 35.4 1.0 2.8 3.8

通 信 ・ 情 報 54 49 ▲ 10.1 ▲ 0.2 2.0 1.3 48 46 ▲ 4.4 ▲ 0.1 1.4 1.3

リ ー ス 6 27 362.0 0.8 0.2 0.7 1 2 107.5 0.0 0.0 0.1

サ ー ビ ス 10 19 89.1 0.3 0.4 0.5 19 40 108.4 0.6 0.6 1.2

その他非製造業 23 67 192.4 1.6 0.8 1.8 67 52 ▲ 22.2 ▲ 0.4 1.9 1.5

1,740 2,725 56.6 35.5 62.7 72.3 3,437 3,461 0.7 0.7 98.0 98.9

907 1,815 100.1 32.7 32.7 48.2 1,832 2,121 15.8 8.2 52.3 60.6

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）

2011・2012年度対比（共通回答社数：409社） 2012・2013年度対比（共通回答社数：454社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比
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【東京都】 （回答社数：１，２６６社） 

 

・ 2013 年度の東京都の設備投資計画は、製造業が２年連続の増加となることに加え、非製

造業も３年ぶり、かつ二桁の増加となることから、全産業では３年ぶり、かつ二桁の増

加となる。 

 

・ 製造業では、社会インフラ関連投資の一段落などにより電気機械が減少するものの、サ

ービスステーションへの投資のある石油、本社建替等のあるその他製造業に加え、化学

などの増加により、全体では２年連続の大幅な増加となる。 

 

・ 非製造業では、宿泊施設投資が一段落するサービス、賃貸用施設への投資が一段落する

建設が減少するものの、機材導入や空港施設拡充等のある運輸、再開発プロジェクトの

継続や中古資産の取得がある不動産、店舗の新設や改装がある卸売・小売などの増加に

より、全体では３年ぶり、かつ二桁の増加となる。 

 

 

１． 設備投資動向総括  

    設 備 投 資 額 伸び率(2013/2012） 

    社数 2012 年度 2013 年度 東京都 全国 首都圏 

全 産 業  1,266  19,694 23,170 17.6 9.5  15.5

  製 造 業 435  3,036 4,243 39.8 9.0  19.4

  非製造業 831  16,658 18,927 13.6 9.8  14.2

 

２．業種別対前年度増減率 

 

  

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

全 産 業 ▲ 5.5 10.9 3.6 8.1 ▲ 15.2 ▲ 5.3 7.3 ▲ 7.9 ▲ 3.8 17.6

製 造 業 ▲ 16.3 11.1 11.2 3.6 12.8 ▲ 28.7 36.9 ▲ 36.0 28.7 39.8

非製造業 ▲ 4.3 10.9 2.8 8.6 ▲ 16.7 ▲ 2.6 3.8 ▲ 4.2 ▲ 7.8 13.6

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

実        績 今回調査

伸
び
率

(単位：億円、％) 

(単位：％) 
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３． 業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2011年度 2012年度 伸び率 11→12年度 2011年度 2012年度 2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度

21,468 20,654 ▲ 3.8 ▲ 3.8 100.0 100.0 19,694 23,170 17.6 17.6 100.0 100.0

2,357 3,032 28.7 3.1 11.0 14.7 3,036 4,243 39.8 6.1 15.4 18.3

食 品 114 136 19.0 0.1 0.5 0.7 145 231 59.6 0.4 0.7 1.0

繊 維 16 54 245.9 0.2 0.1 0.3 54 37 ▲ 32.2 ▲ 0.1 0.3 0.2

紙 ・ パ ル プ 18 46 160.2 0.1 0.1 0.2 46 42 ▲ 8.9 ▲ 0.0 0.2 0.2

化 学 545 450 ▲ 17.5 ▲ 0.4 2.5 2.2 469 640 36.3 0.9 2.4 2.8

石 油 305 531 73.9 1.1 1.4 2.6 531 1,161 118.6 3.2 2.7 5.0

窯 業 ・ 土 石 16 35 117.4 0.1 0.1 0.2 37 54 47.1 0.1 0.2 0.2

鉄 鋼 172 165 ▲ 4.3 ▲ 0.0 0.8 0.8 117 132 13.4 0.1 0.6 0.6

非 鉄 金 属 89 140 56.6 0.2 0.4 0.7 77 79 2.9 0.0 0.4 0.3

金 属 製 品 51 24 ▲ 52.4 ▲ 0.1 0.2 0.1 25 6 ▲ 77.6 ▲ 0.1 0.1 0.0

一 般 機 械 131 312 137.2 0.8 0.6 1.5 308 235 ▲ 23.7 ▲ 0.4 1.6 1.0

電 気 機 械 463 608 31.2 0.7 2.2 2.9 720 520 ▲ 27.8 ▲ 1.0 3.7 2.2

精 密 機 械 62 49 ▲ 20.2 ▲ 0.1 0.3 0.2 24 30 23.9 0.0 0.1 0.1

輸 送 用 機 械 172 259 50.6 0.4 0.8 1.3 250 299 19.5 0.2 1.3 1.3

う ち 自 動 車 166 240 44.2 0.3 0.8 1.2 231 260 12.5 0.1 1.2 1.1

そ の 他 製 造 業 202 224 10.8 0.1 0.9 1.1 233 778 234.0 2.8 1.2 3.4

19,111 17,622 ▲ 7.8 ▲ 6.9 89.0 85.3 16,658 18,927 13.6 11.5 84.6 81.7

建 設 258 254 ▲ 1.5 ▲ 0.0 1.2 1.2 277 195 ▲ 29.4 ▲ 0.4 1.4 0.8

卸 売 ・ 小 売 663 1,572 137.3 4.2 3.1 7.6 1,230 1,964 59.7 3.7 6.2 8.5

不 動 産 5,070 4,938 ▲ 2.6 ▲ 0.6 23.6 23.9 5,574 6,360 14.1 4.0 28.3 27.4

運 輸 7,543 6,164 ▲ 18.3 ▲ 6.4 35.1 29.8 6,230 7,174 15.2 4.8 31.6 31.0

電 力 2,165 1,737 ▲ 19.8 ▲ 2.0 10.1 8.4 4 12 209.7 0.0 0.0 0.1

ガ ス 105 114 8.8 0.0 0.5 0.6 114 92 ▲ 18.9 ▲ 0.1 0.6 0.4

通 信 ・ 情 報 2,230 1,885 ▲ 15.5 ▲ 1.6 10.4 9.1 1,868 2,056 10.1 1.0 9.5 8.9

リ ー ス 255 89 ▲ 65.2 ▲ 0.8 1.2 0.4 476 446 ▲ 6.2 ▲ 0.1 2.4 1.9

サ ー ビ ス 816 859 5.2 0.2 3.8 4.2 877 607 ▲ 30.8 ▲ 1.4 4.5 2.6

その他非製造業 7 11 48.5 0.0 0.0 0.1 11 21 92.4 0.1 0.1 0.1

19,303 18,917 ▲ 2.0 ▲ 1.8 89.9 91.6 19,691 23,158 17.6 17.6 100.0 99.9

16,946 15,885 ▲ 6.3 ▲ 4.9 78.9 76.9 16,655 18,915 13.6 11.5 84.6 81.6

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）

2011・2012年度対比（共通回答社数：1,115社） 2012・2013年度対比（共通回答社数：1,266社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比
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【神奈川県】 （回答社数：６０１社）  

 

・ 2013 年度の神奈川県の設備投資計画は、製造業が２年連続、かつ二桁の増加になること

に加え、非製造業も３年連続、かつ二桁の増加となることから、全産業では３年連続、

かつ二桁の増加となる。 

 

・ 製造業では、生産設備の能力増強投資等が一段落する電気機械が減少するものの、生産

設備の能力増強投資がある輸送用機械、一般機械のほか、物流施設整備等のある化学な

どが増加することから、全体では２年連続、かつ二桁の増加となる。 

 

・ 非製造業では、安全対策投資や物流施設整備のある運輸、大型商業施設新設のある不動

産など過半の業種が増加することから、全体では３年連続、かつ二桁の増加となる。 

 

 

１． 設備投資動向総括 

    設 備 投 資 額 伸び率(2013/2012） 

    社数 2012 年度 2013 年度 神奈川県 全国 首都圏 

全 産 業  601  4,217 4,869 15.5 9.5  15.5

  製 造 業 237  1,809 2,116 17.0 9.0  19.4

  非製造業 364  2,408 2,753 14.3 9.8  14.2

 

２．業種別対前年度増減率 

 

  

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

全 産 業 ▲ 10.8 13.4 15.3 ▲ 11.5 16.8 ▲ 27.9 ▲ 18.1 0.0 12.5 15.5

製 造 業 18.3 23.9 20.1 ▲ 18.9 30.8 ▲ 44.5 4.4 ▲ 5.1 12.8 17.0

非製造業 ▲ 25.0 6.4 11.8 ▲ 5.2 10.5 ▲ 14.3 ▲ 33.9 3.3 12.3 14.3

　（注）2009年度実績までは、大企業は事業基準分類、中堅企業は主業基準分類

　　　　2010年度実績以降は、全企業につき主業基準分類

伸
び
率

実        績 今回調査

(単位：億円、％) 

(単位：％) 



 - 15 -

３． 業種別設備投資動向 

 

（単位：億円・％）

寄与度 寄与度

2011年度 2012年度 伸び率 11→12年度 2011年度 2012年度 2012年度 2013年度 伸び率 12→13年度 2012年度 2013年度

4,259 4,791 12.5 12.5 100.0 100.0 4,217 4,869 15.5 15.5 100.0 100.0

1,577 1,779 12.8 4.7 37.0 37.1 1,809 2,116 17.0 7.3 42.9 43.5

食 品 58 48 ▲ 17.1 ▲ 0.2 1.4 1.0 48 68 40.8 0.5 1.1 1.4

繊 維 0 0 366.7 0.0 0.0 0.0 0 1 196.6 0.0 0.0 0.0

紙 ・ パ ル プ 1 1 80.3 0.0 0.0 0.0 1 2 42.9 0.0 0.0 0.0

化 学 163 132 ▲ 18.8 ▲ 0.7 3.8 2.8 214 310 45.2 2.3 5.1 6.4

石 油 76 89 16.1 0.3 1.8 1.9 89 84 ▲ 5.0 ▲ 0.1 2.1 1.7

窯 業 ・ 土 石 10 16 60.5 0.1 0.2 0.3 16 15 ▲ 4.0 ▲ 0.0 0.4 0.3

鉄 鋼 213 244 14.3 0.7 5.0 5.1 72 68 ▲ 5.5 ▲ 0.1 1.7 1.4

非 鉄 金 属 77 63 ▲ 18.6 ▲ 0.3 1.8 1.3 63 61 ▲ 3.6 ▲ 0.1 1.5 1.2

金 属 製 品 6 7 22.7 0.0 0.1 0.2 14 14 ▲ 4.0 ▲ 0.0 0.3 0.3

一 般 機 械 218 232 6.6 0.3 5.1 4.8 258 385 49.1 3.0 6.1 7.9

電 気 機 械 380 482 26.9 2.4 8.9 10.1 494 357 ▲ 27.8 ▲ 3.3 11.7 7.3

精 密 機 械 11 14 30.9 0.1 0.3 0.3 22 68 212.2 1.1 0.5 1.4

輸 送 用 機 械 346 412 19.1 1.6 8.1 8.6 479 627 30.9 3.5 11.4 12.9

う ち 自 動 車 286 345 20.8 1.4 6.7 7.2 413 556 34.8 3.4 9.8 11.4

そ の 他 製 造 業 19 39 105.9 0.5 0.4 0.8 39 57 44.7 0.4 0.9 1.2

2,682 3,011 12.3 7.7 63.0 62.9 2,408 2,753 14.3 8.2 57.1 56.5

建 設 122 93 ▲ 24.1 ▲ 0.7 2.9 1.9 116 54 ▲ 53.7 ▲ 1.5 2.8 1.1

卸 売 ・ 小 売 143 280 95.5 3.2 3.4 5.8 334 299 ▲ 10.5 ▲ 0.8 7.9 6.1

不 動 産 505 681 34.9 4.1 11.9 14.2 678 850 25.4 4.1 16.1 17.5

運 輸 619 742 19.7 2.9 14.5 15.5 755 981 30.0 5.4 17.9 20.2

電 力 726 753 3.7 0.6 17.0 15.7 2 8 343.9 0.2 0.0 0.2

ガ ス 24 19 ▲ 23.7 ▲ 0.1 0.6 0.4 19 23 22.0 0.1 0.4 0.5

通 信 ・ 情 報 251 135 ▲ 46.1 ▲ 2.7 5.9 2.8 135 182 35.0 1.1 3.2 3.7

リ ー ス 214 170 ▲ 20.7 ▲ 1.0 5.0 3.5 227 225 ▲ 1.1 ▲ 0.1 5.4 4.6

サ ー ビ ス 77 135 74.6 1.4 1.8 2.8 137 123 ▲ 10.2 ▲ 0.3 3.3 2.5

その他非製造業 0 5 8,233.3 0.1 0.0 0.1 5 8 55.8 0.1 0.1 0.2

3,533 4,038 14.3 11.9 83.0 84.3 4,215 4,860 15.3 15.3 100.0 99.8

1,956 2,258 15.5 7.1 45.9 47.1 2,406 2,744 14.1 8.0 57.1 56.4

（注）　1． 四捨五入の関係上、各業種の総和は合計に一致しない場合がある
2． 各種計算には原数値（単位：百万円）を使用している
3． 共通回答社数については１頁参照

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業 （ 除 電 力）

非製造業（除電 力）

2011・2012年度対比（共通回答社数：520社） 2012・2013年度対比（共通回答社数：601社）

投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比 投　　　　資　　　　額 構 　 成 　 比



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 
地域企画部  

       

〒100-8178 東京都千代田区大手町１丁目９番６号 

   大手町フィナンシャルシティ サウスタワー 

 

         電     話   03-3244-1100 

         当行ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.dbj.jp 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	1306調査表紙（首都圏）
	白紙ページ - コピー
	1306目次・調査要領（首都圏） - コピー
	1306調査結果の概要（首都圏）スカイラインなし - コピー
	1306都県別調査結果（首都圏）※中表紙
	1306埼玉
	1306千葉
	1306東京
	1306神奈川
	1306奥付 - コピー

